
2025年度第２四半期  業績概要（連結） （2025年４月１日～2025年９月30日）

　株主の皆さまには，平素より当社の事業活動につきまして格別のご理解とご支援を賜り，厚くお礼申しあげます。
　
　2025年度第２四半期（中間期）の連結決算につきましては，売上高（営業収益）は，総販売電力量の増加はあったも
のの，燃料価格低下による燃料費調整収入の減少などにより，前年同期に比べ171億円減の4,031億円となりました。
　また，経常利益は，設備関連費等の増加はあったものの，燃料費調整タイムラグによる差益や総販売電力量の
増加などにより，前年同期に比べ55億円増の656億円となりました。
　これに，特別利益及び法人税等を計上した結果，親会社株主に帰属する中間純利益は481億円となりました。
　特別利益につきましては，電力広域的運営推進機関から交付された，令和６年能登半島地震に伴う仮復旧費
用に対する災害等扶助交付金18億円を計上しております。
　
　次に2025年度の業績予想につきましては，総販売電力量の増加や燃料費調整タイムラグによる差益などを織
込み，連結経常利益を本年４月の公表値450億円から650億円，親会社株主に帰属する当期純利益を300億円か
ら480億円に上方修正いたしました。
　
　2025年度の配当につきましては，中間配当は本年４月に公表した配当予想のとおり，１株あたり10円といたし
ました。期末配当予想につきましては，業績予想の上方修正を踏まえ，１株あたり2.5円増配の１株あたり12.5円
に修正いたしました。
　　
　今般，当社グループの「北陸電力グループ新中期経営計画＜2023～2027年度＞は折り返しを迎えました。新中期
経営計画の成果や当初目標を上回る進捗を踏まえ，更なる企業価値の向上を目指す観点から，これまでの経営の
３本柱等を堅持しつつ，財務目標を上方修正いたしました。今後も，新中期経営計画を推し進め，電力安定供給と
脱炭素化という社会的要請へ対応し，北陸地域の復興・発展に貢献し続けてまいります。財務目標の具体的な
見直し内容につきましては，裏面に記載しております。
　
　当社グループは，地域に根差した責任あるエネルギー事業者として，新たな目標を達成し，厳しい変革【Change】
の時代の中，これを機会【Chance】と捉え，果敢に挑戦【Challenge】する３Cの取組みを，未来志向でより一層推進
してまいります。
　
　株主の皆さまにおかれましては，当社グループに対し，なお一層のご理解とご支援を賜りますようお願い申しあ
げます。
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株主の皆さまへ

詳細な決算情報は
こちらのQRコードからご覧いただけます。

決算短信・決算説明資料
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北陸電力グループ新中期経営計画＜2023～2027年度＞における財務目標の見直し

1.口座振込をご指定の方
　同封の「配当金計算書」および「お振込先について」（証券会社の口
座振込（株式数比例配分方式）をご指定の方は，「配当金のお受け取
り方法について」）により，お確かめください。
2.配当金領収証が同封されている方
　同封の「第102期中間配当金領収証」を2025年11月28日(金)から
2026年１月9日(金)までの間に，お近くのゆうちょ銀行または郵便局
の窓口にご提出のうえ，配当金をお受け取りください。

第102期中間配当金のお支払いについて

配当金のお受け取りには，安全・確実・便利な口座振込をおすすめいた
します。振込手続きの方式は次の３種類からお選びいただけます。

配当金を「配当金領収証」で受領されている株主様へ
○証券会社に口座を開設されている方
　口座を開設した証券会社

○特別口座をお持ちの方(証券会社に口座を開設されていない方)
　特別口座の口座管理機関  三井住友信託銀行株式会社 証券代行部

0120-782-031 ※9：00～17：00（土日休日を除く）

株式に関する手続きのお問い合わせ先

○事業年度
○定時株主総会

毎年４月１日から翌年３月31日まで
６月
期末配当金 ３月31日
中間配当金 ９月30日

○配当金の
　受領株主確定日
○公告方法 電子公告により，

当社のホームページに掲載して行います。
（https://www.rikuden.co.jp）

株主メモ

550億円以上単年：

25%以上

8%以上

①株式数比例配分方式 ご所有のすべての株式等の配当金を証券会
社の口座を通して受領する方式

②登録配当金受領口座方式 ご所有のすべての株式等の配当金をご指定
の一つの銀行等の預金口座で受領する方式

③個別銘柄指定方式 ご所有の銘柄ごとに指定した銀行等の預金
口座で配当金を受領する方式

○お手続きお問い合わせ先
　右の「株式に関する手続きのお問い合わせ先」までお問い合わせください。

・ 2023年, 安定供給維持と毀損した財務基盤回復を最優先とする　　
新中期経営計画を公表。あわせて, 経営の3本柱等と財務目標を設定。

・令和6年能登半島地震等による損失発生や, 電気事業の競争激化など,
経営を取り巻く環境は変化。

電力安定供給と脱炭素化という社会的要請へ対応するとともに,
北陸地域の復興・発展に貢献し続けるため, 　　　　　　
引き続き利益拡大および自己資本の拡充を目指す。

資本効率を意識した経営を行う観点から, 新目標の自己資本
比率25％を達成する中でも, 企業が求められる水準を確保。

株主還元に関する方針 一定程度回復した自己資本比率を踏まえた『株主還元』および
『財務基盤』の強化により, 皆さまの期待にお応えし続けます。

450億円以上連結
経常利益

連結
自己資本比率
（2027年度末）

現行
（2023～2027年度）

連結
自己資本利益率
（ROE）

20%以上

8%以上

経営基盤を支える取組みの強化

柱 Ⅰ 安定供給確保と収支改善
および財務基盤強化
地域と一体となった
脱炭素化の推進柱 Ⅱ

持続的成長に向けた
新事業領域の拡大柱 Ⅲ

経営の3本柱 等

経営効率化や事業領域拡大といった, 経営の3本柱等の取組みを　　
強力に実行した結果, 当初目標を上回る進捗。
今回, 新中期経営計画の骨格である経営の3本柱等を堅持しながらも,
取組みを一層強化し, よりチャレンジングな財務目標へ上方修正。

［3か年累計：1,800億円以上］

新目標
（2025～2027年度） 考え方

＜新目標のイメージ＞
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（参考：連結自己資本比率の推移）

新中期経営計画

12.9%

16.6%

20,5%

財務目標見直しの概要


